別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：企業立地対策費
	事業名:企業立地促進法基本計画推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　商工労働部　企業誘致課　立地支援担当　電話番号：058-272-1111（内3083）

　　　　　　E-mail：c11342@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,704千円（前年度予算額：1,704千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・きめ細かな企業訪問活動
      　　　　　県外企業（食料品、医薬品、新エネルギー、航空機等景況の影響を受けにくい産業及び今後の大
きな成長が見込まれる産業）の誘致、進出企業のフォローアップ、追加投資の促進及び県内企業の　　　　　　　　　　　　　流出防止を図るため、質と量の充実した企業訪問を行う。
・ワンストップサービスの実施・市町村との連携強化
      民間・市町村が行う団地造成に対し、企業が必要な時期に必要な用地を提供できるよう開発をスピードアップさせるため、ワンストップで相談支援を行う。
    また、地域産業活性化協議会を開催し基本計画の推進を図る。
・企業と地域との連携促進支援
    企業の進出が地域経済に好影響をもたらすよう、市町村等が行う進出企業と地元企業とのビジネスマッチングなどへ支援を行う。
	２　所要経費


　企業訪問活動費　　　　　　　　　　　1,125千円
　市町村連携活動費　　　　　　　　　　　204千円
　工業団地等進出企業連携促進補助金　　　375千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　○県が取り組む政策の方向性
　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
    　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致
	 ２　これまでの取組状況


○成長力・競争力の高い企業の誘致、進出企業の追加投資の促進及び県内企業の県外流出防止のため、

　きめ細やかな企業訪問を積極的に実施した。(H22:1,703件)

○企業進出の効果が地域に行き渡るよう、市町村等が行う進出企業と地元企業のビジネスマッチング

　事業等を支援した。(H22:3事業者）（H19～）
○企業立地促進法企業立地計画及び事業高度化計画の承認により県内企業の設備投資を支援した。
（計画承認累計件数（H22年度末現在）　立地計画25件、事業高度化計画34件）

	３　これまでの取組に対する評価


○成長力・競争力の高い企業の誘致、進出企業の追加投資の促進及び県内企業の県外流出防止のため、きめ細やかな企業訪問、企業立地促進事業補助金等による設備投資支援等を実施したところ、ここ数年の景気低迷の影響に加え、円高の進行等による企業の設備投資計画の凍結・見直しや投資意欲の減退、3月11日に発生した東日本大震災の影響などから、全国的に工場立地が低迷する中、平成23年上期工場立地動向調査における本県の工場立地は、前期比で増加件数(12件増)、増加面積(18ha増）ともに全国１位になり、立地面積は愛知県を抜き全国2位の25ha、立地件数でも全国3位の22件となった。
○地元企業と進出企業とのビジネスマッチング等支援を3ヶ所で実施し、その中から地元企業間での技術提供の検討や進出企業と地元企業との交流・連携が生まれている。企業の進出効果をさらに上げるために今後も継続した支援が求められる。

○平成22年度の企業立地促進法の計画承認件数（立地計画・事業高度化計画計合計）は28件で、平成20年度（10件）、平成21年度（19件）からさらに増加し、同法の支援策を活用した設備投資が進んだ。企業の県外流出防止の観点からも、県内企業の設備更新や増強に対し引き続き支援が必要である。
	１月２０日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,704
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,704

	要求額
	1,704
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,704

	1月20日時点査定額
	1,704
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,704

	決定額
	1,704
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,704


